
屋根置き太陽光発電設備導入モニター事業補助金交付（二次公募） 公募要領 

 

1 目的 

新潟県内における事業用の施設等の屋根に設置をする太陽光発電設備等（以下、 

「屋根置き PV」という。）の導入に向けて、豪雪地帯対策特別措置法第２条による特別豪雪

地帯の指定を受けた地域を中心とした多雪地域における屋根置き PV 導入モニター事業を

支援するために、予算の範囲内において補助金を交付するものとする。 

 

2 対象事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本補助事業における「オンサイト PPA モデル」とは：太陽光発電設備等の所有者等であ

る発電事業者（PPA 事業者）が需要家の施設等に太陽光発電設備等を当該発電事業者の費

用により設置し、所有（第三者所有）・維持管理等（維持管理を当該需要家が行う場合を含

む）をした上で、当該太陽光発電設備等から発電された電力を当該需要家に供給する契約方

式を指します。 

補助対象となる事業は、補助金額の一定割合がサービス料金の低減等により需要家に還元

されるものであり、補助事業により導入した設備等について法定耐用年数期間満了まで継

続的に使用するために必要な措置等を証明できる書類（需要家と PPA 事業者との契約書、

覚書など）の提出を交付の条件とします。 

 新潟県内所在の工場、倉庫、店舗、事務所及び本事業の目的に合致※する事業用の施設等  

※本事業の目的に合致する施設等は、交付決定審査の際の有識者審査会で判断） 

 補助事業により設置をする屋根置き PV（以下、「対象設備」という。）の出力（太陽電池モ

ジュールの JIS などに基づく公称最大出力の合計値とパワーコンディショナーの定格出

力の合計値の低い方を kW 単位で小数点以下を切り捨てた値）が 10kW 以上である事業 

 豪雪地帯対策特別措置法第 2 条による特別豪雪地帯の指定を受けた地域又は設計積雪深

（建築基準法施行令により新潟県特定行政庁が所管区域内建築物等に適用する垂直積雪

量）が 150cm 超の新潟県内地域に所在する事業用施設等に、対象設備を設置する事業 

 平時に、対象設備設置先事業用施設等において対象設備による発電電力を自家消費するこ

とを目的とした事業、または「オンサイト PPA モデル」による事業 

（「オンサイト PPA モデル」による事業の場合は、需要家と PPA 事業者との契約で補助金

額がサービス料金の低減等により需要家に還元されるものに限る。） 

 シミュレーションにより、導入予定の対象設備の出力及び対象設備導入先の事業用施設等

の需要電力を試算している事業 

 対象設備により、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成 23 年法

律第 108 号）に基づく FIT（固定価格買い取り制度）または FIP（Feed in Premium）制度

等による売電を行わない屋根置き PV 導入事業 



３ 申請者の要件 

A) 本モニター事業に協力するもの。 

【モニター要件】 

 事業の実績報告の内容を、一般社団法人環境省エネ推進研究所又は新潟県知事が

公開することに同意 

 事業翌年度以降の定期報告（３年間）の内容を、新潟県知事又は新潟県知事が指定

する者が広く公開することに同意 

 上記報告以外の補助事業に係る全ての資料（経理データ等）を、県が県施策に利用

することに同意（公開する場合はあらかじめ確認） 

B) 日本国内において事業活動を営む法人、団体（国、地方公共団体を除く）、個人事業者

または法人を構成員とする企業体。 

反社会的勢力に属するまたは関連するものは、本補助事業者から除く。 

C) 本補助事業を実施するために必要な経営基盤を有し、事業の継続性が認められる者で

あること。 

 代表申請者・共同申請者・共同事業者、それぞれの経営の健全性、事業の継続性：

① 当期純利益が全期間連続赤字でない（直近の 3 決算期を提出した場合、3 期連

続赤字 でない / 直近の 2 決算期を提出した場合、2 期連続赤字でない / 直近

の 1 決算期を提出 した場合、1 期が赤字でない）こと、②直近の決算期において

純資産（自己資本）が 赤字（債務超過）でないこと、③直近の決算期において自

己資本比率（純資産（自己 資本）÷総資産×100）が 10%未満かつ流動比率（流

動資産÷流動負債×100）が 100％未満でないこと ※①～③のいずれにも該当し

ないこと  

 取得財産等は当該財産の法定耐用年数期間（処分制限期間）は補助金の交付の目的

に 沿って使用する必要があり、そのための健全な経営基盤を有することが求めら

れる。 

D）対象経費（消費税は補助対象外とする） 

費目 内容 対象外 

設計費 対象設備等の設置に係る設計

に要する経費 

 

設備費 対象設備等の購入、製造等に要

する経費 

土地の取得及び賃借に係る費用、中古

品等 

工事費 補助事業の実施に不可欠な配

管、配電等の高次に要する経費 

建屋の建設費、既存構築物及び設備の

撤去費、土地造成、整地、消雪パイプ

等の二次利用目的のための削井及び

地盤改良工事に準じる工事費 

その他経費 事業実施に必要な経費 電力会社との工事費負担金 



4 補助額及び補助限度額 

 ４万円／kW の定額 

 上限額は 400 万円 

（kW は、太陽電池モジュールの JIS などに基づく公称最大出力の合計値とパワーコンデ

ィショナーの定格出力の合計値の低い方を kW 単位で小数点以下を切り捨てた値） 

 

5 事業期間 

補助事業の期間は、交付決定の日から令和 5 年 1 月 31 日（火）までとする。 

交付決定日より前に着手した事業は対象とならない。ただし、見積徴収等の契約準備作

業は除く。 

 

6 交付申請書の提出 

⑴ 提出書類 

(ア) 補助金交付申請書（第１号様式） 

(イ) 補助事業の実施計画書（別紙１） 

(ウ) 補助事業の経費配分書（別紙２） 

(エ) 事業概要書 

(オ) 別表１に記載の添付書類 

(カ) 申請書類の電子データ（電子媒体 CD-R または DVD-R） 

なお電子データのファイル名は別表１に指定するものとする。 

⑵ 提出期間 

令和 4 年 8 月 25 日（木）～9 月 30 日（金） 

⑶ 提出方法 

 公募書類一式（ファイリングしたもの）を１部、当該書類の電子データを保存し

た電子媒体（CD-R 又は DVD-R）※USB メモリ、SD カードでも可 

１部を公募期間内に持参、郵送（書留郵便に限る）で提出すること。 

※電子媒体には応募をする代表申請者の名称を必ず記載すること（シール貼り付

け不可） 

※ 持参する場合は、業務時間内（土日・祝祭日を除く 9 時から 12 時まで及び 13

時から 17 時まで）に訪問すること。 

 

⑷ 提出先 

〒950-2035 新潟市西区新通 451 番地 

一般社団法人 環境省エネ推進研究所 モニター事業担当 

電話 ：025-263-0100 

FAX ：025-263-0114 



 

7 公募スケジュール 

令和 4 年 8 月 25 日（木）   二次公募受付開始 

令和 4 年 9 月 30 日（金）   補助金（二次公募）交付申請書提出期限 

令和 4 年 10 月中旬      補助金交付決定（予定） 

 

8 交付決定について 

有識者による検討会議により評価、交付決定。 

補助金の交付を決定すると認めたときは、書面で通知するとともに補助事業名、事業者

名を公表する。 

本事業の予算を超える多数の申請があった場合は、交付申請書の内容から検討会議に

おいて、事業の実効性及び事業内容を評価し、事業効果等が高いと判断するものを優先する。 

なお、検討会議における議事録、評価結果等は公表しない。 

 

9 その他 

 事業の実効性及び事業内容の評価等のため、交付申請書受理後、申請者に対して説明や

追加資料等を求める場合がある。 

 交付決定した事業者が、本事業予算に満たない場合は、日程を改め公募を実施する場合

がある。 

 

10 問い合せ先 

公募全般に対する問い合わせは、次のメールアドレス宛に行うこと 

info@eecp.or.jp 

※ 電話での問い合わせは受け付けていない。  

mailto:info@eecp.or.jp

